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こ
の
法
律
に
よ
っ
て
、
普
通
会
計
だ
け

で
な
く
、
特
別
会
計
や
一
部
事
務
組
合

な
ど
の
経
営
状
況
も
含
め
て
４
つ
の
指
標

（
①
実
質
赤
字
比
率
、②
連
結
実
質
赤
字

比
率
、③
実
質
公
債
費
比
率
、④
将
来
負

担
比
率
）
を
算
出
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。
こ
こ
で
は
、
財
政
健
全
化
判
断
比
率

に
つい
て
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

実
質
赤
字
比
率 

　

普
通
会
計
の
実
質
収
支
が
赤
字
と
な
っ

た
場
合
、
そ
の
割
合
が
町
の
標
準
財
政
規

模
※1
に
対
し
て
ど
の
程
度
か
を
測
る
指
標

で
す
。
家
計
に
例
え
れ
ば
、
年
間
の
収
支

赤
字
が
年
収
に
対
し
て
ど
の
く
ら
い
の
割

合
か
を
示
す
も
の
で
す
。
平
成
20
年
度
決

算
で
は
約
2
億
8
，8
4
3
万
円
の
黒
字
決

算
と
な
って
い
ま
す
。

連
結
実
質
赤
字
比
率 

　

町
の
全
会
計
の
総
額
の
収
支
が
赤
字
と

な
っ
た
場
合
、
そ
の
割
合
が
町
の
標
準
財

政
規
模
に
対
し
て
ど
の
程
度
か
を
測
る
指

標
で
す
。
家
計
に
例
え
る
と
、
お
父
さ
ん

の
収
支
（
一
般
会
計
）
だ
け
で
な
く
、
同

居
し
て
い
る
お
じ
い
さ
ん
の
収
支
（
例
え
ば

水
道
事
業
）
や
、
お
母
さ
ん
の
収
支
（
例

え
ば
介
護
保
険
事
業
）
な
ど
、
同
居
し
て

い
る
全
て
の
収
支
を
合
計
し
て
赤
字
の
割

合
を
示
す
も
の
で
す
。

　

御
船
町
で
は
赤
字
は
あ
り
ま
せ
ん
。

実
質
公
債
費
比
率 

　

一
年
間
の
う
ち
に
債
務
返
済
に
支
出
さ

れ
た
額
が
、
町
の
標
準
財
政
規
模
に
対
し

ど
の
程
度
か
を
測
る
指
標
で
す
。
家
計
に

例
え
る
と
年
間
収
入
に
対
す
る
借
金
返

済
額
の
割
合
で
す
。
債
務
は
義
務
的
経

費
で
す
か
ら
、
こ
の
値
が
高
い
ほ
ど
財
政

運
営
に
柔
軟
性
を
欠
い
て
い
る
と
い
え
ま

す
。
御
船
町
は
16
・2
％
と
な
って
い
ま
す
。

将
来
負
担
比
率 

　

町
の
債
務
総
額
が
、
標
準
財
政
規
模

に
対
し
て
ど
の
程
度
か
を
測
る
指
標
で

す
。
家
計
に
例
え
る
と
、
家
族
の
年
間

収
入
に
対
し
て
、
何
年
分
の
借
金
が
あ
る

か
を
示
す
割
合
で
す
。1
0
0
％
だ
と
す

れ
ば
、
一
年
分
の
年
収
と
同
じ
借
金
総

額
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
御
船
町
は

1
1
4・7
％
と
な
って
い
ま
す
。

度
へ
繰
り
越
さ
れ
ま
し
た
。

　

決
算
総
額
を
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、

歳
入
が
3
億
7
，0
0
6
万
円（
6・0
％
）

増
額
、歳
出
が
2
億
9
，8
5
4
万
円

（
5・0
％
）増
額
し
ま
し
た
。

歳
入
の
概
要 

　

歳
入
増
減
の
主
な
も
の
は
、
国
道

4
4
3
号
付
近
の
開
発
に
伴
い
固
定
資
産

税
の
増
や
、
個
人
住
民
税
の
増
な
ど
で
町

税
が
3
，9
1
5
万
円
増
額
。
各
種
交
付

金
は
景
気
低
迷
の
影
響
を
受
け
合
計
で
1
，

4
0
2
万
円
減
額
。
主
要
な
収
入
と
な
る

地
方
交
付
税
は
、
地
方
へ
手
厚
く
配
分
す

る
地
方
再
生
対
策
に
よ
り
、1
億
5
5
7

万
円
の
増
額
。
国
庫
補
助
金
は
、
障
害

者
自
立
支
援
給
付
費
等
負
担
金
の
増
や
、

児
童
手
当
交
付
金
の
増
、
地
域
バ
イ
オ
マ

ス
利
活
用
交
付
金
の
増
な
ど
で
4
億
3
，

8
4
9
万
円
の
増
額
。
県
支
出
金
は
、
県

知
事
選
挙
委
託
金
や
災
害
復
旧
費
負
担
金

な
ど
の
減
で
8
，5
9
0
万
円
の
減
額
。
繰

入
金
は
、
各
種
基
金
か
ら
の
繰
り
入
れ
が

減
り
7
，0
3
0
万
円
減
額
し
ま
し
た
。

歳
出
の
概
要 

　

歳
出
増
減
の
主
な
も
の
は
、
総
務
費
が
、

地
域
バ
イ
オ
マ
ス
利
活
用
補
助
金
の
影
響

で
3
億
6
3
1
万
円
の
増
額
。
民
生
費
が
、

次
世
代
育
成
支
援
対
策
施
設
整
備
費
補

助
金
や
老
人
保
健
特
別
会
計
繰
出
金
が

減
額
し
た
も
の
の
、
後
期
高
齢
者
医
療
関

係
の
負
担
金
や
繰
出
金
が
増
加
し
た
た

め
、7
，3
2
6
万
円
の
増
額
。
土
木
費
が
、

北
園
茶
屋
本
線
改
良
事
業
と
都
市
計
画

街
路
事
業
の
増
加
で
6
，6
2
0
万
円
の
増

額
。
教
育
費
は
、
廃
園
の
た
め
幼
稚
園

費
が
減
額
し
た
影
響
で
2
，5
7
4
万
円

減
額
し
ま
し
た
。

　

平
成
20
年
度
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の

な
か
、収
入
の
確
保
や
経
費
の
節
減
を
行
っ

た
結
果
、
財
政
調
整
基
金
の
取
崩
し
を

せ
ず
に
財
政
運
営
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま

し
た
。
今
後
も
町
民
の
皆
さ
ま
の
協
力
を

得
な
が
ら
、
行
財
政
運
営
を
行
い
、
さ
ら

に
、
行
財
政
改
革
を
推
進
し
て
い
く
こ
と

に
し
て
い
ま
す
。

財
政
健
全
化
判
断
比
率

　

破
た
ん
し
た
地
方
自
治
体
の
教
訓
を
生

か
し
、
早
い
段
階
で
破
た
ん
を
是
正
す
る

た
め
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化

に
関
す
る
法
律
」
が
制
定
さ
れ
ま
し
た
。

ふるさとの「再生」と「創造」に使ったお金ふるさとの「再生」と「創造」に使ったお金ふるさとの「再生」と「創造」に使ったお金
～ 平成 20年度決算報告 ～～ 平成 20年度決算報告 ～～ 平成 20年度決算報告 ～

決
算
の
概
要

　

平
成
20
年
度
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、

歳
入
（
収
入
）
65
億
5
，0
2
6
万
円
、

歳
出
（
支
出
）
62
億
6
，1
8
3
万
円
で
、

差
し
引
き
2
億
8
，8
4
3
万
円
が
翌
年

　

平
成
20
年
度
の
町
の
決
算
が
ま
と
ま
り
、
９
月
定
例
議
会
で

認
定
さ
れ
ま
し
た
。
決
算
は
、
ま
ち
の
家
計
簿
で
あ
り
、
ま
ち

づ
く
り
の
記
録
で
も
あ
り
ま
す
。
今
月
号
で
は
、
平
成
20
年
度

の
各
会
計
決
算
の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

その他の会計の決算
基金と地方債の残高

国民健康保険事業特別会計
老人保健事業特別会計
介護保険事業特別会計
後期高齢者医療事業特別会計
緑の村運営事業特別会計
公共下水道事業特別会計
公共用地先行取得事業特別会計

会計名称 歳   入 歳   出

収益的収支
資本的収支

水道事業
会　　計

※収益的収支とは、経営活動に伴い発生する収益と費用
※資本的収支とは、将来の経営活動に備える投資的な経費とそれに充てる財源

※普通会計とは、町が行う仕事の中心的な会計の一般会計と
　公共用地先行取得事業特別会計を合算したもの

20億5,428
2億8,160
15億0,159
1億6,849
2,413

5億8,695
1,881

2億8,888
1億1,767

20億0,900
2億5,791
14億2,121
1億6,658
2,343

5億8,259
1,881

3億0,323
2億6,954

県内自治体の財政健全化判断比率（速報値）

熊本市
城南町
長洲町
御船町
嘉島町
益城町
甲佐町
山都町

早期健全化基準
財政再生基準

13.6
13.4
23.1
16.2
5.1
5.8
11.6
13.4
25.0
35.0

－　
－　
－　
－　
－　
－　
－　
－　
20.0
40.0

－　
－　
－　
－　
－　
－　
－　
－　
15.0
20.0

135.8
127.5
158.9
114.7
52.7
8.9
74.5
82.7
350.0
350.0

※値がない（または０以下）はハイフン（－）表示しています。

地方公共
団　　体

実質赤字
比　　率

将来負担
比　　率

連結実質
赤字比率

実質公債
費 比 率

（単位：％）

※１標準財政規模　町税や地方交付税など、毎年、継続的に歳
入される金額の合計で、御船町の身の丈をあらわす指標の
一つです。今回の算定に用いた御船町の標準財政規模は、
41億6,510万円です。
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地方債残高（折れ線グラフ）
（単位：億円）

基金（棒グラフ）
（単位：億円）
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一般会計歳入

65億5,026万円

一般会計歳出

62億6,183万円

地方税
14億649万円
21.5%

地方税
14億649万円
21.5%

地方税
14億649万円
21.5%

総務費
11億5,885万円 

18.5%

総務費
11億5,885万円 

18.5%

総務費
11億5,885万円 

18.5%

公債費
7億9,550万円 
12.7%

公債費
7億9,550万円 
12.7%

公債費
7億9,550万円 
12.7%

民生費
17億4,359万円 

27.9%

民生費
17億4,359万円 

27.9%

民生費
17億4,359万円 

27.9%

教育費
5億3,045万円 

8.5%

教育費
5億3,045万円 

8.5%

教育費
5億3,045万円 

8.5%

災害復旧費
5,095万円
0.8%

災害復旧費
5,095万円
0.8%

災害復旧費
5,095万円
0.8%

土木費
8億6,614万円 
13.8%

土木費
8億6,614万円 
13.8%

衛生費
4億2,724万円 

6.8%

衛生費
4億2,724万円 

6.8%

衛生費
4億2,724万円 

6.8%

農林水産業費
3億1,331万円 

5.0%

農林水産業費
3億1,331万円 

5.0%

農林水産業費
3億1,331万円 

5.0%

商工費
5,082万円 
0.8%

商工費
5,082万円 
0.8%

商工費
5,082万円 
0.8%

消防費
2億3,227万円 

3.7%

消防費
2億3,227万円 

3.7%

消防費
2億3,227万円 

3.7%

地方交付税
24億1,195万円

36.8%

地方交付税
24億1,195万円

36.8%

地方交付税
24億1,195万円

36.8%

国県支出金
13億1,004万円

20.0%

国県支出金
13億1,004万円

20.0%

国県支出金
13億1,004万円

20.0%

地方譲与税
9,564万円
1.4%

地方譲与税
9,564万円
1.4%

地方譲与税
9,564万円
1.4%

各種交付金等
2億1,477万円
 3.3%

各種交付金等
2億1,477万円
 3.3%

各種交付金等
2億1,477万円
 3.3%

分担金・負担金
1億8,806万円

2.9%

分担金・負担金
1億8,806万円

2.9%

分担金・負担金
1億8,806万円

2.9%

使用料・手数料
1億1,635万円

1.8%

使用料・手数料
1億1,635万円

1.8%

使用料・手数料
1億1,635万円

1.8%

繰入金
1,188万円
0.2%

繰入金
1,188万円
0.2%

繰入金
1,188万円
0.2%

繰越金
2億1,690万円

3.3%

繰越金
2億1,690万円

3.3%

繰越金
2億1,690万円

3.3%

その他
3,482万円
0.5%

その他
3,482万円
0.5%

その他
3,482万円
0.5%

議会費
9,266万円 
1.5%

議会費
9,266万円 
1.5%

議会費
9,266万円 
1.5%

地方債
5億4,329万円

8.3%

地方債
5億4,329万円

8.3%

地方債
5億4,329万円

8.3%

普通会計

緑の村会計

公共下水道事業会計

水道事業会計

特定目的基金
1億5,884万円

減債基金
1億5,202万円

財政調整基金
11億161万円

（単位：万円）


